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会員の声 （郡市等医師会から）

AIの進歩に取り残されないように！
 岡山大学病院医師会　会長　尾　﨑　敏　文

　昨年末より、ChatGPTをはじめとする大規模言語モデルが急速に進化してきました。世界中で
次々と新たな言語モデルが登場し、生成AIの急速な進化に対する規制アプローチについての議論
が緊急に求められています。生成AIに関しては、先日広島で行われたG７広島サミット2023で協
議が行われ、担当閣僚による枠組み「広島AIプロセス」が設立されました。議長国である日本が
総力を挙げてAI事業に取り組んでいます。
　2023年７月27日、Microsoft社は生成AI機能を国内拠点で提供を開始し、そのデータセンター
拠点をすべて日本国内に切り替え、情報管理の強化を進める方針を明らかにしました。同社は行
政機関を主要顧客と見込んでおり、日本での導入は加速しています。東京都は生成AIを全ての部
局の業務に８月から導入し、利用においてガイドラインを作成しています。さらに、神奈川県、
栃木県、北海道など、複数の自治体でも導入または導入検討が始まっており、徐々に全国に広がっ
ていくと思われます。10月11日には神戸に企業へのAI活用支援を行う国内初の拠点、「Microsoft 
AI Co-Innovation Lab」をオープンしました。また、Googleも日本をAIの最優先地域と位置づけ、
今後日本でのAIの安全性向上の取り組みを行う意向を明らかにしています。
　私は整形外科医であり、この分野に特に詳しい教室員（整形外科の中原龍一先生、共同研究講
座である医療情報化診療支援技術開発講座の長谷井嬢先生）とともに、大規模言語モデルを用い
て診療に役立つ方法を模索しています。まず、骨軟部腫瘍領域におけるDX化推進のために、大
規模言語モデルを用いた骨軟部腫瘍特化型のチャットボットの開発を行っています。LINEで公
式チャンネルを作成し、ChatGPTを用いて返答を行うものを作成しています。初めはGoogleスプ
レッドシート上にデータベースを作成していましたが、現在はより専門的な知識を有するボット
作成を行っています。AIが自分自身で質疑応答を繰り返し、段階的に考えて、適切な回答を作成
して最終結果を表示します。
　また、メタバース空間で骨軟部腫瘍患者が交流する計画に関しては、８つの学外施設と協力し
準備を行っています。岡山大学病院の骨肉腫サバイバーの方々にも空間体験してもらっており、
協力体制を徐々に構築しようと考えています。空間内の巨大スクリーンでプレゼンテーションも
可能であり、患者同士の交流や全国の患者を集めた講義などが行えるのではないかと思います。
これは、骨軟部腫瘍だけでなく、希少疾患の患者が全国から集まれるようになり、活発に情報交
換が行えるようになるメリットがあります。
　さて、ごく最近の2023年９月25日には、OpenAIがGPT-4Vを公開し、画像を扱うことが可能
となり、入力画像を理解し説明することもできるようになりました。言語モデルが画像も扱える
ようになることで、その拡張性が一気に拡大しています。10月３日には某お茶のCMに、ついに
生成AIで作成されたモデルが登場しました。画像生成も動画が作成できるまでに驚異的な速度で
進化しています。
　このような急激な著しい進歩を遂げているAI分野ですが、今後も益々大規模言語モデルが発展
していくことが想定されます。時代の波に乗り遅れないように研究・開発を継続していきたいと
思います。
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備前市の在宅医療・認知症対策の現状

 和気医師会理事　浦上　立春

　備前市は人口約３万人、65歳以上の割合が約40％、年々人口減少・高齢化のため、他地域
と同じように、「在宅医療」「認知症対策」が喫緊の課題となっています。
　祖父の時代は、開業医の皆様は当たり前のように往診鞄ひとつ持って、夜中でも白衣を着
て自宅に訪問して対応していた在宅医療の歴史があります。しかし、核家族化が進み老老介
護で在宅医療が進まず、入院・施設入所の割合が多くなってきています。在宅医療のニーズ
が減っている現実もあると思います。また、年々医療システムの複雑化、往診医の高齢化も
進んでいます。
　一方、在宅医療で出来る医療の幅が広がっているのも事実で、医療機器メーカー・訪問看護・
ケアマネージャーなど他職種連携が重要になってきます。訪問看護については、備前市内に
は２事業所しかありません。各医療機関が複数名の訪問診療を行い、訪問看護を利用するに
しては、市内の事業所のみでは不足しています。外来通院のみで訪問看護を利用されている
方もいます。よって、近隣の市町村の訪問看護ステーションにお願いしなければ、現実的に
は困難な状況です。これは、当地域に限った事では無いのかもしれませんが、田舎医療のマ
ンパワー不足が大きな原因の一つであり、大きな課題です。
　在宅医療グループを作って、訪問診療を行うことが全国的にも増えて来ていますが、当地
域では、各医療機関が単独で訪問診療を行っています。個人の開業医では、医師１人で24時
間・365日対応。近年COVID-19をはじめとする種々の感染症の流行で外来の負担も大きく、
自宅での看取り対応もしますので、１人では限界と感じる事も増えてきます。在宅医療グルー
プを形成する事も今後の課題ではないかと考えます（しかし、情報共有などのシステム面の
調整が大きな課題にもなってきます）。
　現状課題が多いことは先に述べましたが、在宅医療のニーズがある限り、対応出来るよう
に他職種連携で乗り越えて行ければ良いと考えています。
　認知症対策については、認知症サポート医の先生を中心に各医療機関の先生方も対応をし
て頂いています。備前市では地域包括支援センターで患者の拾い上げ、対象者を専門医・認
知症サポート医へ橋渡しをする認知症初期集中支援チーム（サポート医、ケアマネージャー、
保健師、社会福祉士など）を立ち上げて事業を行っています。半年間の経過で適切な医療・
介護へ繋げるようにサポートを行います。
　また、市主催の物忘れ相談会、市民対象の講演会（オレンジフェスタ）などで啓発活動を行っ
ています。認知症ケアパスの作成や市広報へ認知症相談対応の医療機関の一覧なども掲載し
ています。
　最近では認知症等により行方不明の恐れのある方の事前登録制度（65歳以上）を作り、警
察と連携もしています。登録者には「おまもりシール」を配布して衣服やよく持ち歩く物品
に貼って頂き、QRコードをスマートフォンなどで読み取り、情報を得る事が出来る仕組み
になっています。更に登録者を対象に認知症事故救済制度もあります（詳細は備前市、介護
福祉課ホームページに記載しています）。
　認知症対策、在宅医療など多くの課題がありますが、医療機関・福祉施設・行政などが協
力して今出来る事をやっていくしか無いと思い、日々走り続けています。
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